
　（総則）

　（業務の予定量）

ha

人

㎥

下水道施設改築更新事業 千円

　　汚水管渠整備事業 千円

　（収益的収入及び支出）

　（資本的収入及び支出）

議案第１９号

令和２年度大網白里市下水道事業会計予算

第１条　令和２年度大網白里市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 処理区域面積 943.0

(2) 処理区域内人口 28,644

(3) 年間有収水量 2,518,018

(4) 主要な建設改良事業

390,000

3,001

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入 支　　　出

第１款　下水道事業収益 1,833,356千円 第１款　下水道事業費用 1,803,564千円

第１項　営業収益 532,156千円 第１項　営業費用 1,678,589千円

第２項　営業外収益 1,296,594千円 第２項　営業外費用 105,139千円

第３項　特別利益 4,606千円 第３項　特別損失 13,836千円

第４項　予備費 6,000千円

収　　　入 支　　　出

第１款　資本的収入 685,228千円 第１款　資本的支出 1,014,721千円

第１項　企業債 390,800千円 第１項　建設改良費 415,984千円

第２項　負担金 1,165千円 第２項　企業債償還金 598,737千円

第３項　補助金 193,000千円

第４項　出資金 100,263千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額329,493千円は、
　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額18,093千円、損益勘定留保資金309,200千円及び引継金2,200千円で補てんする
　ものとする。）
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　（特例的収入及び支出）

　（債務負担行為）

　（企業債）

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項 期　　間 限　度　額

千円

自　令和３年度
至　令和３年度

自　令和３年度
至　令和３年度

自　令和３年度
至　令和５年度

自　令和３年度
至　令和６年度

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法

第７条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用

(2) 営業外費用

(3) 特別損失

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の
　金額は、それぞれ296,142千円及び547,968千円である。

水質等分析業務 6,419 

汚泥運搬処分業務 64,895 

汚水処理施設等維持管理業務 385,912 

企業会計システムサービス利用料 7,236 

千円
年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては当該見直し後
の利率）

政府資金については、その融資条件による。
銀行その他の資金については、債権者との協定
による。
ただし、市財政の都合により繰上償還、償還期
間の短縮並びに低利債への借換えをすることが
できる。

下水道事業 202,800 

資本費平準化債 188,000 

普通貸借
又は

証券発行
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（他会計からの補助金）

(1) 職員給与費 129,170千円

第１０条　下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は33,445千円である。

令和２年２月２１日　提出

大網白里市長 　金　坂　　昌　典

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し又はそれ以外の経費をその経費の金額に流
　用する場合は、議会の議決を経なければならない。
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（単位：千円）

予　　定　　額
１ 下水道事業収益 1,833,356 

1 営 業 収 益 532,156 
1 下 水 道 使 用 料 455,879 

2 雨 水 処 理 負 担 金 75,404 

3 そ の 他 営 業 収 益 873 
2 営 業 外 収 益 1,296,594 

1 他 会 計 負 担 金 305,195 
2 他 会 計 補 助 金 33,445 
3 長 期 前 受 金 戻 入 957,806 
4 雑 収 益 148 

3 特 別 利 益 4,606 
1 そ の 他 特 別 利 益 4,606 

（単位：千円）

予　　定　　額
1 下水道事業費用 1,803,564 

1 営 業 費 用 1,678,589 
1 管 渠 費 12,907 
2 処 理 場 ・ ポ ン プ 場 費 319,061 
3 普 及 促 進 費 150 
4 業 務 費 18,801 
5 総 係 費 70,455 
6 減 価 償 却 費 1,257,215 

2 営 業 外 費 用 105,139 
1 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 94,738 
2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 10,401 

3 特 別 損 失 13,836 
1 そ の 他 特 別 損 失 13,836 

4 予 備 費 1 予 備 費 6,000 

令和２年度大網白里市下水道事業予算実施計画

収益的収入及び支出

 収　入

款 項 目 備　　考

 支　出

款 項 目 備　　考
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（単位：千円）

予　　定　　額
1 資 本 的 収 入 685,228 

1 企 業 債 1 企 業 債 390,800 
2 負 担 金 1,165 

1 受 益 者 負 担 金 ・ 分 担 金 1,165 
2 工 事 負 担 金 0 
3 他 会 計 負 担 金 0 

3 補 助 金 193,000 
1 国 庫 補 助 金 193,000 

4 出 資 金 1 他 会 計 出 資 金 100,263 

（単位：千円）

予　　定　　額
1 資 本 的 支 出 1,014,721 

1 建 設 改 良 費 415,984 
1 管 渠 費 2,860 
2 処 理 場 ・ ポ ン プ 場 費 413,124 
3 固 定 資 産 購 入 費 0 

2 企 業 債 償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 598,737 

資本的収入及び支出

 収　入

款 項 目 備　　考

 支　出
款 項 目 備　　考
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1

当期純利益 11,697,401

減価償却費 1,257,213,767

固定資産除却費 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 691,822

賞与引当金等の増減額（△は減少） 13,083,623

長期前受金戻入額 △ 957,800,040

受取利息及び受取配当金 0

支払利息及び企業債取扱諸費 94,738,000

固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 60,120,726

未払金の増減額（△は減少） △ 121,130,691

特定収入に係る消費税及び地方消費税の相殺（圧縮）額 △ 17,650,000

小計 340,964,608

受取利息及び受取配当金 0

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 94,738,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 246,226,608

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

単位：円

業務活動によるキャッシュ・フロー

令和2年度大網白里市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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2

有形固定資産の取得による支出 △ 380,241,564

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金、受益者負担金による収入 194,165,000

一般会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 186,076,564

3

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 611,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 595,677,000

その他の企業債による収入 18,700,000

その他の企業債による支出 △ 3,060,000

他会計からの出資による収入 100,263,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 131,226,000

191,376,044

資金期首残高 21,603,106

資金期末残高 212,979,150

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
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　地方公営企業法適用初年度のため、本年度の欄のみ記載している。

給 与 費 明 細 書

１　総括

職 員 数 給　　与　　費

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 15 0 59,084 49,786 108,870 20,300 129,170

前 年 度 － － － － － － － －

比 較 0 15 0 59,084 49,786 108,870 20,300 129,170

（単位：千円）

区 分 扶 養 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 宿日直手当 企 業 手 当

本 年 度 1,650 1,400 1,044 0 0 0 0

前 年 度 － － － － － － －

比 較 1,650 1,400 1,044 0 0 0 0

区 分 住 居 手 当 通 勤 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 地 域 手 当 児 童 手 当 退 職 手 当

本 年 度 624 1,493 20,555 14,403 3,462 260 4,895

前 年 度 － － － － － － －

比 較 624 1,493 20,555 14,403 3,462 260 4,895

２　給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位：千円）

区 分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明

給与改定に伴う増減分 －

昇 給 に 伴 う 増 加 分 －

そ の 他 の 増 減 分 59,084  公営企業会計への移行による

制度改正に伴う増減分 －

そ の 他 の 増 減 分 49,786  公営企業会計への移行による

区 分
法定福利費 合 計

給　料 59,084

手　当 49,786

手当の
内訳
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３　給料及び職員手当等の状況

(1) 職員１人当りの給与

区　　　分 事務（企業職） 技術（企業職）

平 均 給 料 月 額 （円） － －

平 均 給 与 月 額 （円） － －

平 均 年 齢 （歳） － －

平 均 給 料 月 額 （円） － －

平 均 給 与 月 額 （円） － －

平 均 年 齢 （歳） － －

(2) 初任給（令和２年１月１日現在） （単位：円）
一般会計の制度

行政職

高　校　卒 - -

大　学　卒 - -

(3) 級別職員数

区　　分 企　業　職 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 8 級 計

職員数　（人） - - - - - - - - -

構成比　（％） - - - - - - - - -

職員数　（人） - - - - - - - - -

構成比　（％） - - - - - - - - -

（級別の標準的な職務内容）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級

令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在

区　分 企業職

 令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在

企業職 主事
技師

主事
技師

主任主事
主任技師

副主査 主査
副課長 
副主幹

課長                                                                                                                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
主幹

参事
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(4) 昇給 （単位：人、％）
号 給 数 別 内 訳

１ 号 給 ２ 号 給 ３ 号 給 ４ 号 給

本年度（7月1日時点） 15 12 4 0 0 8 80.0
前年度（7月1日現在） - - - - - - -

(5) 期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

6月(月分) 12月(月分) (月分)

本 年 度 2.25 2.25 4.50 有

前 年 度 - - - -

一般会計の制度 2.25 2.25 4.50 有

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和２年４月１日時点）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
(月分) (月分) (月分) (月分)

勧奨退職者

2～20％加算

一般会計の制度 勧奨退職者

（支給率等） 2～20％加算

(7) その他の手当

区　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　じ

時 間 外 手 当 同　　じ

管 理 職 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

通 勤 手 当 同　　じ

地 域 手 当 同　　じ

児 童 手 当 同　　じ

区　　分
職 員 数

（Ａ）
昇給に係る職員数

（Ｂ）
比　率

（Ｂ）／（Ａ）

企　業　職

区　分
職制上の段階、職場の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考

区　分
そ の 他 の
加 算 措 置

備　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
千葉県市町村職員退職手当条
例による

24.586875 33.27075 47.709 47.709
千葉県市町村職員退職手当条
例による
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下水道使用料

一般財源

下水道使用料

下水道使用料

下水道使用料

国県支出金

企業債

一般財源

下水道使用料

一般財源

下水道使用料

下水道使用料

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額

期 間 金 額 期 間 金 額

千円 千円 千円 千円

42,713

821

829

931

1,857

193,000

197,000

195

3,959

223

948

707

事 項 限度額 左 の 財 源 内 訳

浄化センター及び中継
ポンプ場維持管理業務 319,861

自　平成30年度　
至　令和元年度 254,467

自　令和2年度　
至　令和2年度 42,713

雨水ポンプ場維持管理
業務 7,961

自　平成30年度　
至　令和元年度 4,838

自　令和2年度　
至　令和2年度 821

農業集落排水施設維持
管理業務（小西・養安寺） 7,010

自　平成30年度　
至　令和元年度 5,821

自　令和2年度　
至　令和2年度 829

農業集落排水施設維持
管理業務（南横川） 8,356

自　平成30年度　
至　令和元年度 6,550

自　令和2年度　
至　令和2年度 931

コミニティ・プラント施設
維持管理業務（弥幾野） 22,996

自　平成30年度　
至　令和元年度 19,114

自　令和2年度　
至　令和2年度 1,857

下水道施設改築更新事業
993,000

自　平成30年度　
至　令和元年度 603,000

自　令和2年度　
至　令和2年度 390,000

設計積算システム賃借料
349

自　令和元年度　
至　令和元年度 60

自　令和2年度　
至　平成5年度 195

水質底質汚泥分析業務
（公共下水道：汚水） 6,157

自　令和2年度　
至　令和2年度 3,959

汚泥分析業務
（公共下水道：雨水） 227

自　令和2年度　
至　令和2年度 223

水質分析業務
（農業集落排水） 2,276

自　令和2年度　
至　令和2年度 948

水質汚泥分析業務
（コミニティ・プラント） 1,110

自　令和2年度　
至　令和2年度 707
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下水道使用料

下水道使用料

下水道使用料

一般財源

下水道使用料

下水道使用料

一般財源

下水道使用料

前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額

期 間 金 額 期 間 金 額

45,186

9,975

6,174

245

64,895

379,314

6,598

7,236

事 項 限度額 左 の 財 源 内 訳

汚泥収集運搬処分業務
（公共下水道） 45,540

自　令和2年度　
至　令和2年度 45,186

汚泥収集運搬処分業務
（農業集落排水） 11,483

自　令和2年度　
至　令和2年度 9,975

水質等分析業務
6,419

自　令和3年度　
至　令和3年度 6,419

汚泥運搬処分業務
64,895

自　令和3年度　
至　令和3年度 64,895

汚水処理施設等維持
管理業務 385,912

自　令和3年度　
至　令和5年度 385,912

企業会計システムサービス
利用料 7,236

自　令和3年度　
至　令和6年度 7,236
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（単位：円）
１　固定資産

(1) 有形固定資産
イ　
ロ　

減価償却累計額
ハ　

減価償却累計額
ニ 機械及び装置

減価償却累計額
ホ 車輌運搬具

減価償却累計額
へ 工具器具及び備品

減価償却累計額
ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

イ　 施設利用権
ロ その他無形固定資産

無形固定資産合計

イ　 基金
ロ その他の投資

投資合計
固定資産合計

貸倒引当金
流動資産合計
資産合計

令和2年度大網白里市下水道事業予定貸借対照表
（　令和3年3月31日　）

資　産　の　部

土 地 865,836,658
建 物 1,018,128,094

△ 52,312,061 965,816,033
構築物 25,380,428,128

△ 823,834,179 24,556,593,949
2,893,203,435

△ 378,848,714 2,514,354,721
1,747,192

△ 588,905 1,158,287
6,111,628

△ 1,629,908 4,481,720
0

28,908,241,368
(2) 無形固定資産

0
0

0
(3) 投資

0
0

0
28,908,241,368

２　流動資産
(1) 現金預金 212,979,150
(2) 未収金 236,022,076

△ 691,822
448,309,404

29,356,550,772
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イ　 建設改良等の財源に充てるための企業債
ロ その他の企業債

企業債合計
固定負債合計

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債
ロ その他の企業債

企業債合計

(3) 引当金
イ 賞与引当金
ロ 法定福利費引当金

引当金合計
流動負債合計

(2) 長期前受金収益化累計額
繰延収益合計
負債合計

負　債　の　部

３　固定負債
(1) 企業債

5,671,848,000
39,018,000

5,710,866,000
5,710,866,000

４　流動負債
(1) 企業債

582,721,000
3,674,000

586,395,000
(2) 未払金 426,836,753

11,622,000
1,461,623

13,083,623
1,026,315,376

５　繰延収益
(1) 長期前受金 22,551,067,087

△ 957,800,040
21,593,267,047
28,330,448,423
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(１) 自己資本金
イ 固有資本金
ロ 繰入資本金

自己資本金合計
資本金合計

イ　 受贈財産評価額
ロ　 受益者負担金・分担金
ハ　 国庫補助金
ニ 県補助金
ホ 他会計補助金

資本剰余金合計
(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金
利益剰余金合計
剰余金合計
資本合計
負債資本合計

資　本　の　部

６　資本金

224,270,320
100,263,000

324,533,320
324,533,320

７　剰余金
(1) 資本剰余金

0
257,530,472
400,660,049
24,336,978
7,344,129

689,871,628

11,697,401
11,697,401

701,569,029
1,026,102,349

29,356,550,772
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（単位：円）
１　固定資産

(1) 有形固定資産
イ　
ロ　

減価償却累計額
ハ　

減価償却累計額
ニ 機械及び装置

減価償却累計額
ホ 車輌運搬具

減価償却累計額
へ 工具器具及び備品

減価償却累計額
ト リース資産

チ 建設仮勘定
有形固定資産合計

イ　施設利用権
無形固定資産合計
固定資産合計

流動資産合計
資産合計

令和2年度大網白里市下水道事業予定開始貸借対照表
（　令和2年4月1日　）

資　産　の　部

土 地 865,836,658
建 物 1,018,128,094

1,018,128,094
構築物 25,377,828,128

25,377,828,128
2,515,561,871

2,515,561,871
1,747,192

1,747,192
6,111,628

6,111,628

0
0

29,785,213,571
(2) 無形固定資産

0
0

29,785,213,571
２　流動資産

(1) 現金預金 21,603,106
(2) 未収金 296,142,802

317,745,908
30,102,959,479
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イ　建設改良等の財源に充てるための企業債

ロ その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

ロ その他の企業債

企業債合計

流動負債合計

繰延収益合計

負債合計

負　債　の　部

３　固定負債

(1) 企業債

5,643,569,000

23,992,000

5,667,561,000

5,667,561,000

４　流動負債

(1) 企業債

595,677,000

3,060,000

598,737,000

(2) 未払金 547,967,444

1,146,704,444

５　繰延収益

(1) 長期前受金 22,374,552,087

22,374,552,087

29,188,817,531
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イ　受贈財産評価額

ロ　受益者負担金・分担金

ハ　国庫補助金

ニ 県補助金

ホ 他会計補助金

資本剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

６　資本金 224,270,320

７　剰余金

(1) 資本剰余金

0

257,530,472

400,660,049

24,336,978

7,344,129

689,871,628

689,871,628

914,141,948

30,102,959,479
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1 重要な会計方針に係る事項

2 予定貸借対照表等関連

注　　記　　表

地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

(1) 固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

・減価償却の方法：定額法による。

・主な耐用年数：建物５０年、構築物５０年、機械及び装置８～２０年、車両運搬具５年、器具及び備品８～１５年

(2) 引当金の計上基準

イ　賞与引当金及び法定福利費引当金

ロ　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

ハ　退職給付引当金

(3) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支給見
込み額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

  加入している退職手当組合に対し負担金を支出しており、追加的な費用負担は一般会計で負担することとしている
ため計上していない。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は2,291,514千円である。
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3 セグメント情報

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

資産

負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

固定資産増加額

(1) 報告セグメントの概要

事 業 区 分 事　業　の　内　容

下水道法第４条第１項の規定により策定した事業計画に定める施設及び区域における汚水の処理

下水道法第４条第１項の規定により策定した事業計画に定める施設及び区域における雨水の排除

農業集落排水事業
市農業集落排水処理施設条例第３条第２項に規定する施設及び同条例第４条の規定により告示した
区域における汚水の処理

コミニティ・プラント事業
市コミニティ・プラント条例第３条第２項に規定する施設及び同条例第４条の規定により告示した
区域における汚水の処理

(2) 報告セグメントごとの営業収益等

令和２年度（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

項 目 公 共 下 水 道 事 業 農業集落排水事業 コミニティ・プラント事業 合 計

447,482 23,118 20,111 490,711

1,388,218 148,673 112,017 1,648,908

△ 940,736 △ 125,555 △ 91,906 △ 1,158,197

19,204 4,612 3,111 26,927

25,138,270 2,909,783 1,308,498 29,356,551

24,668,099 2,629,697 1,032,653 28,330,449

314,565 66,014 33,465 414,044

1,069,064 113,844 74,306 1,257,214

4,606 0 0 4,606

10,570 1,383 1,883 13,836

380,242 0 0 380,242

　下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業及びコミニティ・プラント事業を運営しており、各事業で運営
方針を決定していることから、３つの報告セグメントとしている。

公 共 下 水 道 事 業

（単位：千円）
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（収　入） （単位：千円）

金　　　　額

1 1,833,356

営 業 収 益 532,156

1 下 水 道 使 用 料 1 公 共 下 水 道 使 用 料 409,207

2 農 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料 24,990

3
コ ミ ニ テ ィ ・ プ ラ ン ト
施 設 使 用 料

21,682

2 雨 水 処 理 負 担 金 1 雨 水 処 理 負 担 金 75,404

3 そ の 他 営 業 収 益 1 手 数 料 72 指定工事店申請手数料 65

下水道台帳謄写手数料 7

2 雑 収 益 801

営 業 外 収 益 1,296,594

1 他 会 計 負 担 金 1 他 会 計 負 担 金 305,195

2 他 会 計 補 助 金 1 他 会 計 補 助 金 33,445

3 長 期 前 受 金 戻 入 1 長 期 前 受 金 戻 入 957,806 他会計負担金 0

他会計補助金 150,762

受益者負担金・分担金 25,042

工事負担金 0

国庫補助金 410,308

県補助金 44,487

受贈財産評価額 327,207

寄付金 0

その他長期前受金 0

令和２年度大網白里市下水道事業予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節

区　　　分

下水 道 事業 収 益

1

2

款　　　項 目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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4 雑 収 益 1 そ の 他 雑 収 益 148 庁舎内自動販売機設置使用料 125

浄化センター使用料 1

用地占用料 22

特 別 利 益 4,606

1 そ の 他 特 別 利 益 4,606

（支　出） （単位：千円）

金　　　　額

1 1,803,564

営 業 費 用 1,678,589

1 管 渠 費 12,907

1 備 消 品 費 55 （汚水）消耗品費 55

（雨水）消耗品費 0

2 印 刷 製 本 費 86 下水道計画図 86

3 委 託 料 8,424 （汚水）管渠管理委託料 1,424

（雨水）管渠管理委託料 7,000

4 賃 借 料 51 （汚水）土地借上料 6

（雨水）土地借上料 45

5 修 繕 費 3,012 （汚水）管渠管理修繕費 3,012

（雨水）管渠管理修繕費 0

6 材 料 費 1,161 （汚水）材料費 1,161

（雨水）材料費 0

7 保 険 料 118 火災保険料 0

賠償責任保険料 118

3

節

区　　　分

下水 道 事業 費 用

1

款　　　項 目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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2 処理場・ポンプ場費 319,061

1 給 料 16,674 職員４名 16,674

2 手 当 5,386

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,232 翌年度の賞与支給に係る当年度負担相当額 3,232

4 法 定 福 利 費 4,093 共済組合負担金・社会保険料負担金等 4,093

5 法定福利費引当金繰入額 403 翌年度の法定福利費支給に係る当年度負担相当額 403

6 備 消 品 費 112 （汚水）消耗品費 102

（雨水）消耗品費 10

7 光 熱 水 費 55,300 （汚水）光熱水費 54,000

（雨水）光熱水費 1,300

8 通 信 運 搬 費 2,616 （汚水）電話料金 2,193

（雨水）電話料金 423

9 委 託 料 221,655 （汚水）廃棄物運搬処分委託料 40,000

（汚水）維持管理委託料 178,810

（雨水）維持管理委託料 2,845

10 手 数 料 44 浄化槽法１１条検査（農集） 44

11 賃 借 料 304 電柱共架料 304

12 修 繕 費 7,944 （汚水）維持管理修繕費 7,872

（雨水）維持管理修繕費 72

13 材 料 費 630 （汚水）材料費 630

（雨水）材料費 0

14 負 担 金 304 施設維持管理負担金（コミプラ） 304

15 保 険 料 364 （汚水）火災保険料 245

（雨水）火災保険料 58

賠償責任保険料 61

3 普 及 促 進 費 150

1 補 助 金 150 水洗便所改造補助金 150
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4 業 務 費 18,801

1 通 信 運 搬 費 355 処理場電話料 355

2 委 託 料 15,734 使用料端末機保守点検委託料 179

使用料徴収事務委託料 15,555

3 手 数 料 583 コンビニエンスストア収納業務手数料 583

4 賃 借 料 2,129 使用料端末機借上料 139

上水道データ使用料 1,990

5 総 係 費 70,455

1 給 料 31,087 職員８名 31,087

2 手 当 15,438

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 6,163 翌年度の賞与支給に係る当年度負担相当額 6,163

4 法 定 福 利 費 9,708 共済組合負担金・社会保険料負担金等 9,708

5 法定福利費引当金繰入額 778 翌年度の法定福利費支給に係る当年度負担相当額 778

6 旅 費 18 普通旅費 18

7 報 償 費 25 受益者負担金一括納付報償金 25

8 備 消 品 費 344 消耗品費 344

9 燃 料 費 261 公用車ガソリン代 261

10 通 信 運 搬 費 288 電話料金 261

郵送料金 27

11 委 託 料 2,400 設計積算システム保守委託料 159

大型複写機保守委託料 214

庁舎清掃業務委託料 1,001

環境整備業務委託料 300

企業会計移行業務 726

12 手 数 料 2,009 企業会計システム等サービス利用料 2,009
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13 賃 借 料 672 設計積算システム利用料 572

複写機借上料 76

道路通行料 9

テレビ受信料 15

14 修 繕 費 267 公用車車検整備等 267

15 負 担 金 141 下水道協会負担金 134

県農業集落排水協議会負担金 7

16 保 険 料 143 公用車自賠責保険料 143

17 租 税 課 金 20 公用車重量税 20

18 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 693

6 減 価 償 却 費 1,257,215

1 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 1,257,215

営 業 外 費 用 105,139

1 94,738

1 企 業 債 利 息 94,738 （汚水）企業債利息 81,475

（雨水）企業債利息 13,263

2 消費税及び地方消費税 1 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 10,401

特 別 損 失 13,836

1 そ の 他 特 別 損 失 1 そ の 他 特 別 損 失 13,836

予 備 費 1 予 備 費 1 予 備 費 6,000

2

3

4

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費
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（収　入） （単位：千円）

金　　　　額

1 685,228

企 業 債 1 企 業 債 390,800

1 下 水 道 事 業 債 202,800

2 資 本 費 平 準 化 債 188,000

負 担 金 1,165

1 受益者負担金・分担金 1,165

1 受 益 者 負 担 金 1,165

補 助 金 193,000

1 国 庫 補 助 金 1 国 庫 補 助 金 193,000

出 資 金 1 他 会 計 出 資 金 1 一 般 会 計 出 資 金 100,263

資　本　的　収　入　及　び　支　出

節

区　　　分

資 本 的 収 入

1

2

3

4

款　　　項 目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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（支　出） （単位：千円）

金　　　　額

1 1,014,721

建 設 改 良 費 415,984

1 管 渠 費 2,860

1 工 事 請 負 費 2,860

2 処理場・ポンプ場費 413,124

1 給 料 11,323 職員３名 11,323

2 手 当 5,718

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,227 翌年度の賞与支給に係る当年度負担相当額 2,227

4 法 定 福 利 費 3,575 共済組合負担金・社会保険料負担金等 3,575

5 法定福利費引当金繰入額 281 翌年度の法定福利費支給に係る当年度負担相当額 281

6 委 託 料 390,000 処理場ポンプ場長寿命化関係委託料 390,000

企 業 債 償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 598,737

1 下 水 道 事 業 債 517,802 下水道事業債 517,802

2 資 本 費 平 準 化 債 77,875

3 公 営 企 業 会 計 適 用 債 3,060

節

区　　　分

資 本 的 支 出

1

2

款　　　項 目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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